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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 16,801,360 20,024,089 18,909,250 18,637,981 10,637,795 15,921,545

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
54,107 128,183 29,447 △180,902 △89,402 △81,944

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
56,427 △42,691 18,466 △306,630 △420,379 △346,051

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － － －

資本金（千円）

（発行済株式総数）（株）

500,000

(6,050,000)

500,000

(6,050,000)

500,000

(6,050,000)

500,000

(6,050,000)

500,000

(6,050,000)

500,000

(6,050,000)

純資産額（千円） 1,531,688 1,403,891 1,432,622 1,048,086 518,085 314,796

総資産額（千円） 8,480,860 9,562,261 9,381,596 10,058,846 9,697,660 6,198,916

１株当たり純資産額（円） 265.04 248.83 255.55 187.39 92.63 56.29

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）

（円）

5.00

(－)

5.00

(－)

5.00

(－)

5.00

(－) － －

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円）
9.64 △7.48 3.28 △54.81 △75.16 △61.87

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － － －

自己資本比率（％） 18.1 14.7 15.3 10.4 5.3 5.1

自己資本利益率（％） 3.87 － 1.30 － － －

株価収益率（倍） 37.76 － 158.54 － － －

配当性向（％） 51.9 － 152.4 － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
422,461 △871,903 135,381 △306,212 △1,028,632 4,007,936

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
2,445,612 △619,696 1,396,009 △1,277,987 181,158 257,755

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△2,901,269 1,416,682 △1,042,324 1,564,352 472,057 △4,500,385

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
712,899 637,981 1,127,047 1,107,753 732,337 497,643

従業員数（人） 163 172 168 163 147 135

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法適用関連会社等がないため、記載しておりません。

５．第45期は、決算期変更により平成18年10月１日から平成19年３月31日までの６ヶ月間となっております。

６．第42期、第44期、第45期及び第46期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されてい

るため、記載しておりません。
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２【沿革】

昭和37年12月 各種建材・住宅設備機器の販売を目的として、兵庫県西宮市鳴尾町５丁目１番地に通商建材セン

ター株式会社を設立。

昭和39年10月 大阪府三島郡三島町に鳥飼支店を開設。

昭和40年12月 大阪市北区万才町に大阪支店を開設。

昭和42年８月 大阪府高石市に泉北支店を開設。

昭和43年２月 大阪市北区万才町に本社を移転、旧本社に西宮支店を開設。

昭和43年７月 通商株式会社に商号変更。

昭和43年９月 物流の効率化と商品管理・販売管理等の合理化を図るためコンピュータを導入。

昭和46年10月 欧州・米国・東南アジアより木製建築部材等の輸入を開始。

昭和47年12月 大阪市住之江区に住吉配送センターを開設。

昭和49年11月 物流の拡大に対応するため、大阪府岸和田市に泉北支店を移転。

昭和49年12月 大阪府知事より一般建設業許可を取得し、外壁工事・屋根工事等に進出。

昭和51年11月 兵庫県加古川市に加古川支店を開設。

昭和52年８月 京都府相楽郡山城町に木津川支店を開設。

昭和54年４月 物流の拡大に対応するため、同町内において木津川支店を移転。

昭和57年７月 物流の拡大に対応するため、大阪府摂津市に鳥飼支店を移転。

昭和57年７月 物流の拡大に対応するため、兵庫県西宮市池開町に西宮支店を移転。

昭和60年７月 愛知県豊田市に東海支店を開設。

昭和62年６月 福岡市東区に福岡支店を開設。

昭和63年４月 自社開発による、ＡＬＣ版・押出成形版ＣＡＤシステムの販売を開始。

昭和63年12月 物流の拡大に対応するため、兵庫県西宮市山口町に西宮支店を移転。

昭和64年１月 物流の拡大に対応するため、京都府綴喜郡田辺町（現　京田辺市）に木津川支店を移転。

平成元年５月 物流の拡大に対応するため、福岡県糟屋郡新宮町に福岡支店を移転。

平成元年８月 三重県鈴鹿郡関町（現　亀山市）に鈴鹿支店を開設。

平成３年８月 愛媛県温泉郡川内町（現　東温市）に四国支店を開設。

平成８年７月 物流の拡大に対応するため、兵庫県加古郡稲美町に加古川支店を移転。

平成８年11月 業務の拡大に対応するため、大阪市北区堂島に本社並びに大阪支店を移転。

平成10年４月 大阪証券取引所（現　株式会社大阪証券取引所）市場第二部に株式を上場。

平成15年４月 国土交通大臣より一般建設業許可を取得。

平成16年４月 ジャパン建材株式会社（現　ＪＫホールディングス株式会社）の連結子会社となる。
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３【事業の内容】

　当社は親会社であるＪＫホールディングス株式会社のグループ子会社に属し、親会社の事業分野のうち直需販売に

よる総合建材卸売事業を主として行っております。

　なお、親会社を含む関連当事者に関する事項については、「第５　経理の状況」の（関連当事者との取引）に記載し

ておりますが、取引の重要性が乏しい場合には記載を省略しております。

(1）事業系統図

　当社は、建材及び住宅設備機器など住宅関連資材の直需販売を主たる業務とし、外装材等については商品の販売の

みならず、施工工事も行っております。

　なお、事業系統図を示すと次のとおりであります。

(2）取扱主要品目

　当社が取扱う主要品目及び最近２事業年度の売上高構成比率は、次のとおりであります。

区分 主要品目

売上高構成比率（％）

第45期
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

第46期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

商品 　   

合板及び木材 合板、木材 36.9 21.7

内装材
壁材、天井材、床材、

下地材、断熱材、遮音材
20.2 25.3

外装材 外壁材、屋根材 1.0 1.1

住宅設備機器
木質系住宅設備機器、

水廻り住宅設備機器
33.6 40.9

その他 照明器具、空調機器、その他 5.7 5.3

工事 外装工事 2.6 5.7

合計 100.0 100.0

　（注）　第45期は、決算期変更により平成18年10月１日から平成19年３月31日までの６ヶ月間となっております。
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４【関係会社の状況】

　 平成20年３月31日現在

名称 住所
資本金又は
出資金

(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の所有
[被所有]割合

(％)
関係内容

(親会社)

ＪＫホールディングス　

株式会社

（注）

東京都江東区 2,600 純粋持株会社 [54.1] 役員の兼任等…有

　（注）　有価証券報告書の提出会社であります。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

135（9） 34.1 7.5 3,881,225

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当事業年

度間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与が含まれております。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係については、良好な関係を維持しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、前半は堅調な民需に支えられたものの、後半に入ってサブプライムローン問題

による米国の景気減速や原油・資源価格の高騰、円高と株価下落などの影響により、景気の減速感が顕著になって

きました。

　当住宅関連業界におきましては、当事業年度における新設住宅着工戸数は1,035千戸（前年比19.4％減）となり、当

社の販売対象となります戸建住宅の着工戸数432千戸（前年比12.3％減）と前年を大きく下回りました。また改正建

築基準法の施行により建築確認手続きの混乱、停滞により７月以降の住宅着工戸数にも大幅な影響がでました。

　このような状況の中、当社は、「利益の出せる体質作り」を基本に、安定収益確保のために量から質への転換を図

り、全社一丸となって売上総利益率の改善、生産性の向上、コスト削減に取組んでまいりました。

　以上の結果、売上高は15,921百万円、営業利益173百万円となりましたが、投資有価証券運用損206百万円を営業外費

用で計上したこと等により経常損失81百万円となりました。また、特別損失として保有投資有価証券の減損損失283

百万円、特別利益として貸倒引当金戻入益12百万円、賞与引当金戻入益10百万円を計上したことにより当期純損失

346百万円となりました。

　なお、前事業年度は決算期変更により６ヶ月決算となっているため、前年同期との比較分析は行っておりません。

（以下「(2）キャッシュ・フロー」、「２　生産、受注及び販売の状況」及び「７　財政状態及び経営成績の分析」に

おいても同じ。）

(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、後述の各増減要因により、４億97百万円とな

りました。

　当事業年度におけるキャッシュ・フロー状況は、次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における営業活動による資金は、40億７百万円の収入となりました。主な要因は、売上債権の減少22億

59百万円及び仕入債務の増加12億16百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における投資活動による資金は、２億57百万円の収入となりました。主な要因は、投資有価証券の売却

２億７百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における財務活動による資金は、45億円の支出となりました。主な要因は、短期借入金の減少45億円で

あります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当事業年度の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
第46期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

商品   

合板及び木材（千円） 2,808,877 －

内装材（千円） 3,530,474 －

外装材（千円） 145,708 －

住宅設備機器（千円） 5,769,118 －

その他（千円） 756,160 －

小計（千円） 13,010,337 －

工事   

材料（千円） 471,577 －

外注費（千円） 297,281  

小計（千円） 768,858 －

合計（千円） 13,779,196 －

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）販売実績

　当事業年度の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
第46期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

商品   

合板及び木材（千円） 3,453,938 －

内装材（千円） 4,020,386 －

外装材（千円） 168,942 －

住宅設備機器（千円） 6,519,859 －

その他（千円） 846,392 －

小計（千円） 15,009,519 －

工事   

完成工事高（千円） 912,026 －

小計（千円） 912,026 －

合計（千円） 15,921,545 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10以上の主要な販

売先はありませんので、記載を省略しております。
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３【対処すべき課題】

(1）経営の基本方針

　当社は建材及び住宅設備機器等住宅建築資材の専門商社でありますが、最大の特色は、同業他社が木材店・建材店

等への卸売が主であるのに対し、創業当初よりユーザーメリットに重点を置いて同業他社に先がけて流通経路を短

縮化した直需販売により、全国有力メーカーを中心に700社余の仕入先の商品を近畿を中心として、東海地区以西九

州に至る西日本地域で、10ヶ所の支店及び支店に併設された物流倉庫を通じ、ハウスメーカー・総合建設業・一般

工務店等1,800社余に及ぶ得意先を対象にして営業を展開している点にあります。

　また、物流面においては、注文に即応できるジャスト・イン・タイムの物流システムを確立しており、豊富な品揃

えと、現場毎・邸別毎にそれぞれの工程に応じた配送を行い“必要なものを必要なだけ必要なときに”をモットー

とした物流体制が得意先にとって、大きなメリットとなっております。

　当社はその時代時代の空間創造の担い手たらんことを経営理念として事業展開を図ってまいりましたが、今後も、

心のゆとりを反映した人にやさしい豊かな住空間を創り出すという使命を果すべく弛みない研鑽と、より一層の努

力を続けてまいります。

(2）中長期的な経営戦略及び対処すべき課題

　当社は創業以来最大の特色となっている、直需販売体制と物流体制をより一層活用して、営業面においては取引先

のニーズに即応するため、メーカー・仕入先より市場の状況や商品情報等を収集・分析し、ユーザーとメーカーの

間というポジションを活用して、迅速で確実な情報提供を行い、一歩進んだ提案型営業を推進するとともに、住宅需

要の大きな進展は望めない厳しい環境が続くものと予想される中で、営業力の強化、充実を図り、地域に密着した営

業を展開し、新規取引先の開拓はもちろん、住宅一棟当たりの受注シェアの拡大に重点を置き、また、物流面におい

ても更なる合理化を図り、将来の業務の拡大に取り組んでまいります。

４【事業等のリスク】

　当社の経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには以下のようなものが考えられます。

　なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年６月26日）現在において当社が判断したもの

であります。

(1）新設住宅着工戸数の増減による業績への影響

　住宅関連業界においては、新設住宅着工戸数の増減が業績に影響を及ぼす最大の要因であり、特に当社は、木造戸

建住宅関連（商品）を販売の対象としているため、その動向に左右されることとなりますが、当社はこの影響を排

除し、売上高及び売上総利益の安定的成長を図るため、新規取引先の開拓や、住宅１棟当たりの受注シェアの拡大に

積極的に取り組んでおります。

(2）与信管理面における不良債権の突発的発生による業績への影響

　当社の販売先はハウスメーカー、ゼネコン、デベロッパー、工務店等が中心ですが、景気の動向や、金融機関の対応

変化により、取引先の経営状況に大きな変化が出る場合があります。この結果、得意先への債権金額が貸倒れとなる

リスクがあります。

　このリスクを回避するため、当社においては、外部情報の活用や社内審査を厳重に実施しております。

(3）合板の市況変動による業績への影響

　当社の主要取扱商品である合板については、市況商品であるため、価格が大きく変動する場合があり、特に為替や

原木輸出国の動向等により影響を受けることになりますが、当社においては、市況動向の見極めを的確にすると共

に、極力在庫の圧縮に努め、リスク回避を図っております。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

　特記事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）財政状態の分析

　当事業年度末における資産につきましては、前事業年度末に比べ34億98百万円減少して、61億98百万円となりまし

た。主な要因は、売上高減少に伴う受取手形及び売掛金の減少21億61百万円、投資有価証券の減損処理等による減少

５億60百万円、たな卸資産４億76百万円の減少等であります。

　負債につきましては、前事業年度末に比べて32億95百万円減少して、58億84百万円となりました。主な要因は、借入

金返済に伴う短期借入金が45億円減少したものの、買掛金が12億63百万円増加したこと等によるものであります。

　純資産につきましては、前事業年度末に比べて２億３百万円の減少となりました。主な要因は、当期純損失３億46

百万円によるものであります。

(2）経営成績の分析

　当事業年度の経営成績は、売上高159億21百万円、営業利益１億73百万円となりましたが、投資有価証券運用損２億

６百万円を営業外費用で計上したこと等により経常損失81百万円となりました。また、特別損失として保有投資有

価証券の減損損失２億83百万円、特別利益として貸倒引当金戻入益12百万円、賞与引当金戻入益10百万円を計上し

たことにより当期純損失３億46百万円となりました。

(3）キャッシュ・フローの分析

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、後述の各増減要因により、４億97百万円と

なりました。

　当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況は、つぎのとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における営業活動による資金は、40億７百万円の収入となりました。主な要因は、売上債権の減少22億

59百万円及び仕入債務の増加12億16百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における投資活動による資金は、２億57百万円の収入となりました。主な要因は、投資有価証券の売却

２億７百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における財務活動による資金は、45億円の支出となりました。主な要因は、短期借入金の減少45億円で

あります。

EDINET提出書類

通商株式会社(E02884)

有価証券報告書

10/62



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当期は重要な設備投資はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社は、国内に10ヶ所の支店を有する他、１ヶ所の配送センターを設けております。以上のうち、主要な設備は以下の

とおりであります。

　 （平成20年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業
員数
(人)建物

(千円)
構築物
(千円)

車両及び
運搬具

(千円)

工具、器
具及び備
品

(千円)

土地
(千円)

(面積㎡)

合計
(千円)

本社

大阪第一支店

大阪第二支店

(大阪市北区)

統括管理販売 471 － － 3,746 － 4,218
49

(1)

加古川支店

(兵庫県加古郡稲美町)
販売・物流 36,581 3,354 123 24

330,466

(3,640.00)
370,549

7

(3)

木津川支店

(京都府京田辺市)
販売・物流 22,746 － 526 195

302,265

(1,997.13)
325,733 12

西宮支店

(兵庫県西宮市)
販売・物流 37,279 296 379 306

309,776

(4,996.40)
348,038 16

鳥飼支店

(大阪府摂津市)
販売・物流 7,553 － 62 220

8,144

(823.42)
15,981

11

(1)

泉北支店

(大阪府岸和田市)
販売・物流 11,326 313 527 52

45,254

(1,827.10)
57,474

7

　(1)

東海支店

(愛知県豊田市)
販売・物流 14,126 84 56 767

43,484

(1,065.41)
58,517 8

福岡支店

(福岡県糟屋郡新宮町)
販売・物流 224 58 275 394 － 952

11

(3)

鈴鹿支店

(三重県亀山市)
販売・物流 12,535 1,004 657 119

76,900

(3,214.97)
91,217

5

(1)

四国支店

(愛媛県東温市)
販売・物流 29,923 － 126 526

118,047

(5,033.07)
148,623 5

住吉配送センター

(大阪市住之江区)
物流 417 － 3,244 42 － 3,704 4

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．各支店は、当社商品の販売を行っております。

３．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書きしております。

４．リース契約による主な賃借設備は下記のとおりであります。

名称 台数
リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

車両運搬具（乗用車、トラック） 82台 ５ 20,724 38,147
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３【設備の新設、除却等の計画】

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,200,000

計 22,200,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,050,000 6,050,000
㈱大阪証券取引所

（市場第二部）
－

計 6,050,000 6,050,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成10年５月12日 － 6,050,000 33,000 500,000 △33,000 156,500

　（注）　上記の増減は、資本準備金の一部資本組入れによるものであります。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数：1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 　－ 9 6 40 2 　－ 183 240 －

所有株式数

（単元）
　－ 397 81 4,069 30　 　－ 1,472 6,049 1,000

所有株式数の

割合（％）
　－ 6.56 1.34 67.27 　0.5 　－ 24.33 100.00 －

　（注）　自己株式457,400株は、「個人その他」に457単元及び「単元未満株式の状況」に400株を含めて記載しておりま

す。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＪＫホールディングス株式会社 東京都江東区新木場１－７－22 3,026 50.02

住友林業株式会社 東京都千代田区丸の内１－８－１ 350 5.79

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 160 2.64

吉野石膏株式会社 東京都千代田区丸の内３－３－１ 130 2.15

三井住商建材株式会社 東京都中央区晴海１－８－８ 130 2.15

通商従業員持株会 大阪市北区堂島１－１－５ 123 2.03

井上　竹代 兵庫県西宮市 102 1.69

山崎　光博 東京都板橋区 82 1.36

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 59 0.98

株式会社南都銀行 奈良県奈良市橋本町16 50 0.83

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－26－1 50 0.83

計 － 4,262 70.44

　（注）　上記のほか、自己株式が457千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   457,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,592,000 5,592 －

単元未満株式 普通株式   　1,000 － －

発行済株式総数 6,050,000 － －

総株主の議決権 － 5,592 －

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

通商㈱

大阪市北区堂島１

－１－５
457,000 － 457,000 7.55

計 － 457,000 － 457,000 7.55

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。
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（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 600 336,000

当期間における取得自己株式 － －

（注）　当期間における取得自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他

(　－　)
－ － － －

保有自己株式数 457,400 　－ 457,400 　－

　（注）　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社の利益配分に関する基本方針は、業績の状況及び配当と内部留保のバランスに配慮しながら、配当の安定性を確

保し、株主への利益還元を積極的に行っていくことにあります。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、誠に遺憾ながら当期純損失の計上となりましたので、無配とさせていただきまし

た。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 365 533 520 655 597 850

最低（円） 340 354 275 490 400 139

　（注）１．最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

２．第45期は、決算期変更により平成18年10月１日から平成19年３月31日までの６ヶ月間となっております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 600 575 477 381 230 281

最低（円） 540 445 420 181 139 215

　（注）　最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役会長 　 吉田　繁 昭和15年５月13日生

昭和41年３月 株式会社丸吉（現ＪＫホールディ

ングス株式会社）取締役

昭和51年３月 同社代表取締役専務

昭和54年４月 同社代表取締役社長

平成10年10月 ジャパン建材株式会社（現ＪＫ

ホールディングス株式会社）代表

取締役会長

平成18年２月 ＪＫＣ株式会社（現ジャパン建材

株式会社）取締役

平成18年10月 ＪＫホールディングス株式会社代

表取締役会長（現任）

平成18年10月 ジャパン建材株式会社取締役（現

任）

平成18年12月 当社取締役会長（現任）

(注)６ －

代表取締役

社長
　 伊東　正純 昭和21年５月10日生

昭和46年４月 伊藤忠建材株式会社入社

平成７年９月 同社横浜支店長

平成10年９月 村田住建株式会社取締役社長

平成13年６月 丸紅建材株式会社入社

平成13年10月 同社関西支店長

平成15年４月 同社西日本営業本部副本部長兼中

部支店長

平成17年４月 同社営業推進部長

平成18年７月 東合交易株式会社専務取締役

平成19年８月 ＪＫホールディングス株式会社入

社

平成19年８月 当社常務執行役員

平成20年６月 当社代表取締役社長（現任）　

(注)６ －

常務取締役
管理本部　

本部長
中川　幸男 昭和24年10月19日生

昭和48年４月 伊藤忠建材株式会社入社

平成10年３月 同社北陸支店長

平成16年３月 同社東日本住建事業部長兼仙台支

店長

平成16年６月 同社執行役員東日本住建事業部長

兼仙台支店長

平成17年８月 同社執行役員木材・貿易事業分掌

役員補佐

平成18年５月 ジャパン建材株式会社（現ＪＫ

ホールディングス株式会社）執行

役員営業推進本部長付

平成18年８月 同社執行役員営業本部中四国営業

部長

平成18年10月 ＪＫホールディングス株式会社執

行役員（現任）

平成18年10月 ジャパン建材株式会社執行役員営

業本部中四国営業部長

平成18年12月 当社常務取締役社長補佐

平成19年２月 当社常務取締役兼管理本部本部長

平成20年６月 当社常務取締役管理本部本部長

（現任）

(注)６ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常務取締役

営業本部　

本部長
吉丸　浩二 昭和38年６月22日生

昭和61年４月 ゼリア新薬工業株式会社入社

平成11年７月 当社入社

平成15年４月 当社福岡支店長

平成18年９月 当社営業本部次長兼福岡支店長

平成19年２月 当社執行役員営業本部本部長兼福

岡支店長

平成19年３月 当社取締役営業本部本部長兼福岡

支店長

平成19年４月 当社取締役営業本部本部長

平成20年６月 当社常務取締役営業本部本部長

（現任）

(注)６ －

　取締役

営業本部

副本部長

営業企画

開発室長

村井　吉浩　 昭和42年２月21日生　

昭和61年4月 当社入社

平成14年11月 当社大阪支店長

平成18年９月 当社営業本部次長兼大阪支店長

平成19年２月 当社執行役員営業本部副本部長兼

開発部長　

平成20年４月 当社執行役員営業本部副本部長兼

営業企画開発室長　

平成20年６月 当社取締役営業本部副本部長兼営

業企画開発室長（現任）

(注)６　 1

取締役 　 中本　敏宏 昭和22年３月11日生

平成２年12月 興国ハウジング株式会社取締役

平成６年12月 同社常務取締役

平成８年12月 同社代表取締役副社長

平成10年10月 ジャパン建材株式会社（現ＪＫ

ホールディングス株式会社）代表

取締役社長

平成18年２月 ＪＫＣ株式会社（現ジャパン建材

株式会社）取締役

平成18年10月 ＪＫホールディングス株式会社代

表取締役社長兼経営本部長（現

任）

平成18年10月 ジャパン建材株式会社取締役（現

任）

平成18年12月 当社取締役（現任）

(注)６ －

取締役 　 吉田　隆 昭和21年11月10日生

昭和60年６月 株式会社丸吉（現ＪＫホールディ

ングス株式会社）取締役

昭和61年６月 同社常務取締役

平成２年３月 同社代表取締役専務

平成９年４月 同社代表取締役副社長

平成10年10月 ジャパン建材株式会社（現ＪＫ

ホールディングス株式会社）代表

取締役副社長

平成18年２月 ＪＫＣ株式会社（現ジャパン建材

株式会社）取締役

平成18年10月 ＪＫホールディングス株式会社代

表取締役副社長兼管理本部長（現

任）

平成18年10月 ジャパン建材株式会社取締役（現

任）

平成18年12月 当社取締役（現任）

(注)６ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 　相談役 大久保　清 昭和22年３月５日生

昭和40年４月 株式会社丸吉（現ＪＫホールディ

ングス株式会社）入社

昭和62年４月 同社中央支店長

平成３年６月 同社取締役

平成10年10月 ジャパン建材株式会社（現ＪＫ

ホールディングス株式会社）取締

役

平成11年４月 同社常務取締役

平成16年12月 当社取締役

平成18年２月 ＪＫＣ株式会社（現ジャパン建材

株式会社）専務取締役

平成18年10月 ＪＫホールディングス株式会社取

締役（現任）

平成18年10月 ジャパン建材株式会社専務取締役

平成18年11月 ジャパン建材沖縄株式会社代表取

締役社長（現任）

平成18年12月 当社代表取締役社長

平成20年４月 ジャパン建材株式会社取締役副社

長兼営業本部長兼営業推進本部長

（現任）

平成20年６月 当社取締役相談役（現任）

　(注)６ －

常勤監査役 　 古市　克幸 昭和30年８月17日生

昭和53年３月 興国ハウジング株式会社（現ＪＫ

ホールディングス株式会社）入社

平成10年10月 ジャパン建材株式会社（現ＪＫ

ホールディングス株式会社）財務

部経理第二課課長

平成11年４月 同社大阪東事務センターチーフマ

ネージャー

平成12年３月 同社大阪事務センターチーフマ

ネージャー

平成18年10月 ＪＫホールディングス株式会社大

阪事務代行課チーフマネージャー

平成18年12月 当社常勤監査役（現任）

(注)４ －

監査役 　 門田　是信 昭和９年４月16日生

昭和32年４月 林ベニヤ商会入社

昭和33年４月 合名会社関西ベニヤ製造所入社

昭和49年８月 関西ベニヤ株式会社取締役

昭和53年３月 同社代表取締役

平成17年12月 当社監査役（現任）

(注)３ －

監査役 　 水島　伸仁 昭和44年８月12日生

昭和63年４月 株式会社丸吉（現ＪＫホールディ

ングス株式会社）入社

平成14年９月 ジャパン建材株式会社（現ＪＫ

ホールディングス株式会社）経理

課長

平成16年４月 同社経理課長兼財務課長

平成18年10月 ＪＫホールディングス株式会社経

理課長兼財務課長兼事務代行課長

平成19年４月 同社経理部長兼内部統制室長補佐

（現任）

平成19年６月 当社監査役（現任）

(注)５ －

監査役 　 山田　弘樹 昭和45年12月７日生

平成元年４月 株式会社丸吉（現ＪＫホールディ

ングス株式会社）入社

平成14年７月 ジャパン建材株式会社（現ＪＫ

ホールディングス株式会社）大阪

事務センターセンター長

平成18年10月 ＪＫホールディングス株式会社事

務代行課大阪担当課長（現任）

平成19年６月 当社監査役（現任）

(注)５ －

　 　 　 　 計  1

　（注）１．取締役吉田隆氏は、取締役会長吉田繁氏の弟であります。

２．監査役古市克幸氏、門田是信氏、水島伸仁氏及び山田弘樹氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。

３．平成17年12月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．平成18年12月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６．平成20年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、法令を遵守し、経営の透明性、公正性を高め、効率的かつ健全な経営に取り組み、株主をはじめとするス

テークホルダーの皆様から信頼される企業となることを目指し実現するため、コーポレート・ガバナンスの充実

は、経営上の最重要課題であると認識しております。

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①　会社機関の基本説明

　当社は、取締役会、監査役会及び会計監査人設置会社であります。

②　コーポレート・ガバナンスの関連図は下図のとおりであります。

③　会社の機関の内容、内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

（取締役会）

　取締役会は当事業年度末現在６名（有価証券報告書提出日現在８名）で構成されており、経営に関わる重要事

項や法令で定められた事項について意思決定しております。また、激変する経営環境に迅速に対応するために、当

事業年度におきましては、取締役会を14回開催し、経営課題への素早い対応と機動的な業務執行を行っておりま

す。
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（監査役会）

　監査役会は常勤監査役１名と非常勤監査役３名の合計４名（有価証券報告書提出日現在４名）で構成されてお

り、４名全員が社外監査役であります。各社外監査役は当事業年度において定期的に開催される監査役会に全員

がすべて出席しております。

　監査役の監査活動については、取締役会及び社内の重要会議の積極的参加、各支店の往査の計画的実施、各部門

から定期または随時のヒアリングの実施等により、取締役の職務執行を充分に監視できる体制となっておりま

す。また会計監査人との関係におきましては、監査計画及び会計監査結果報告の受領と協議会の実施、必要に応じ

て往査の立会、相互の情報及び意見交換を行うなどの連携を密にして効率的な監査に務めています。

　（内部監査）

　内部監査として、監査室（人員構成１名）が設置されており、随時必要な内部監査を実施しております。

　（内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況）

　・内部統制システムにつきましては、内部統制の基本方針や運用計画の審議・決定、モニタリング、内部統制活動

の有効性の確認などを行う内部統制委員会を設置しております。また、コンプライアンス委員を任命し、法令や社

内規程等の遵守状況のチェックを目的とした管理体制を実施しております。

　　・リスク管理体制につきましては、リスク管理規程を定め、同規程に従ったリスク管理体制に取組んでおります。ま

た、不測の事態が発生した場合には、各事業本部長あるいは、副本部長を本部長とする対策本部を設置し、必要に

応じ信頼のできる専門家に助言を得ながら、損害の拡大を防止しこれを最小限に止めるべく取組んでおります。

④　会計監査の状況

　当社の会計監査につきましては、監査法人トーマツを選任しております。監査業務は期末に偏ることなく、期中

にも満遍なく実施されております。

　　当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名等は下記のとおりであります。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数　

指定社員

業務執行社員

中西　清
監査法人トーマツ

２年

石井　尚志 ２年

会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士３名、会計士補等５名

⑤　役員報酬等及び監査報酬等

＜役員報酬等の内容＞

・取締役及び監査役に支払った報酬

取締役　　６名　　19百万円

監査役　　４名　　５百万円

　（注１）当事業年度末在籍人員は、取締役６名、監査役４名です。

　（注２）報酬限度額　取締役：年額　150百万円

監査役：年額　 20百万円

＜監査報酬等の内容＞

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　19百万円

　財務報告に係る内部統制の評価作業に関する助言業務に基づく報酬　　　　　　　0.8百万円

⑥　取締役の定数

　　当社の取締役は３名以上とする旨を定款に定めております。

⑦　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

　　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。
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⑧　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

ａ　自己の株式の取得

　当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

ｂ　中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

て、毎年９月30日の株主名簿に記載又は記録された株主若しくは登録株式質権者に対し、中間配当を行うこと

ができる旨を定款に定めております。

⑨　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会を円滑に運営するため、会社法第309条第２項に定める決議については、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款

に定めております。

(3）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　・社外取締役につきましては、該当者はありません。

　・社外監査役の水島伸仁氏、山田弘樹氏は、当社の親会社であるＪＫホールディングス株式会社の従業員でありま

す。なお、社外監査役であります古市克幸氏、門田是信氏につきましては、利害関係はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

(1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(2）当社は、平成19年３月15日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を９月30日から３月31

日に変更いたしました。これに伴い、前事業年度は、平成18年10月１日から平成19年３月31日までの６ヶ月間となっ

ております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の財

務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成19年４月１日から平

成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  837,337   547,643  

２．受取手形 ※1  1,748,084   1,012,589  

３．売掛金 　  3,738,557   2,312,497  

４．商品 　  653,244   220,308  

５．未成工事支出金 　  101,550   58,167  

６．前払費用 　  18,729   19,933  

７．繰延税金資産 　  40,000   40,000  

８．その他 　  8,546   10,410  

９．貸倒引当金 　  △110,300   △70,300  

流動資産合計 　  7,035,750 72.6  4,151,251 67.0

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 　 760,901   761,790   

減価償却累計額 　 573,239 187,661  588,601 173,188  

(2）構築物 　 43,984   43,984   

減価償却累計額 　 38,102 5,881  38,874 5,109  

(3）車両及び運搬具 　 30,486   32,131   

減価償却累計額 　 25,478 5,007  26,152 5,979  

(4）工具、器具及び備品 　 58,263   58,943   

減価償却累計額 　 51,066 7,197  52,546 6,396  

(5）土地 　  1,234,338   1,234,338  

有形固定資産合計 　  1,440,086 14.8  1,425,012 23.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２．無形固定資産 　       

(1）ソフトウェア 　  4,399   2,910  

(2）電話加入権 　  8,815   ―  

無形固定資産合計 　  13,215 0.1  2,910 0.0

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  1,025,478   464,580  

(2）出資金 　  15,450   15,450  

(3）従業員長期貸付金 　  6,543   1,230  

(4）破産更生債権等　 　  291,792   193,395  

(5）長期前払費用 　  1,606   3,080  

(6）敷金・保証金 　  110,362   110,690  

(7）その他 　  7,800   7,800  

(8）貸倒引当金 　  △250,426   △176,485  

投資その他の資産合計 　  1,208,607 12.5  619,741 10.0

固定資産合計 　  2,661,910 27.4  2,047,665 33.0

資産合計 　  9,697,660 100.0  6,198,916 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 ※１  123,754   76,836  

２．買掛金 　  2,257,734   3,521,292  

３．短期借入金 　  6,400,000   1,900,000  

４．未払金 　  101,581   52,918  

５．未払費用 　  28,607   35,223  

６．未払法人税等 　  1,634   5,786  

７．未払消費税等 　  6,852   47,188  

８．前受金 　  8,740   5,741  

９．賞与引当金 　  42,700   53,100  

10．預り金 　  12,389   ―  

11．その他 　  1,355   2,848  

流動負債合計 　  8,985,351 92.7  5,700,936 92.0

Ⅱ　固定負債 　       

１．繰延税金負債 　  60,205   59,959  

２．退職給付引当金 　  121,517   109,224  

３．預り保証金 　  12,500   14,000  

固定負債合計 　  194,223 2.0  183,184 2.9

負債合計 　  9,179,574 94.7  5,884,120 94.9
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  500,000 5.2  500,000 8.1

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 156,500   156,500   

資本剰余金合計 　  156,500 1.6  156,500 2.5

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 40,337   40,337   

(2）その他利益剰余金 　       

固定資産圧縮積立金 　 90,308   89,939   

別途積立金 　 300,000   300,000   

繰越利益剰余金 　 △254,053   △599,736   

利益剰余金合計 　  176,592 1.8  △169,459 △2.7

４．自己株式 　  △171,478 △1.8  △171,814 △2.8

株主資本合計 　  661,614 6.8  315,226 5.1

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  △142,173 △1.5  △12 △0.0

２．繰延ヘッジ損益 　  △1,355 △0.0  △417 △0.0

評価・換算差額等合計 　  △143,528 △1.5  △430 △0.0

純資産合計 　  518,085 5.3  314,796 5.1

負債純資産合計 　  9,697,660 100.0  6,198,916 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１．商品売上高 　 10,360,606   15,009,519   

２．完成工事高 　 277,188 10,637,795 100.0 912,026 15,921,545 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．商品期首たな卸高 　 630,300   653,244   

２．当期商品仕入高 　 9,617,069   13,010,337   

小計 　 10,247,369   13,663,582   

３．他勘定振替高 ※１ 20,084   1,618   

４．商品期末たな卸高 　 653,244   220,308   

５．商品売上原価 　 9,574,041   13,441,654   

６．完成工事原価 　 251,596 9,825,637 92.4 814,766 14,256,421 89.5

売上総利益 　  812,158 7.6  1,665,123 10.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  918,349 8.6  1,492,113 9.4

営業利益 　  ― ―  173,010 1.1

営業損失 　  106,191 △1.0  ― ―

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息及び配当金 　 2,638   4,375   

２．仕入割引 　 38,108   15,916   

３．投資有価証券運用益 　 25,868   ―   

４．為替差益 　 245   ―   

５．その他 　 1,530 68,390 0.7 948 21,240 0.1

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 35,961   46,109   

２．売上割引 　 11,416   13,503   

３．投資有価証券運用損 　 －   206,349   

４．その他 　 4,223 51,601 0.5 10,231 276,194 1.7

経常損失 　  89,402 △0.8  81,944 △0.5
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前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益 　       

１．貸倒引当金戻入益 　 ―   12,175   

２．賞与引当金戻入益 　 ―   10,028   

３．投資有価証券売却益 　 2,594 2,594 0.0 ― 22,204 0.1

Ⅶ　特別損失 　       

１．投資有価証券評価損 　 ―   283,173   

２．前期損益修正損 ※４ 50,726   ―   

３．減損損失 ※５ 117,332   ―   

４．営業債権債務整理損 　 99,356   ―   

５．貸倒引当金繰入額 　 81,017   ―   

６．貸倒損失 　 17,868   ―   

７．固定資産除却損 ※３ 2,379 368,679 3.5 ― 283,173 1.8

税引前当期純損失 　  455,488 △4.3  342,912 △2.2

法人税、住民税及び事
業税

　 592   3,384   

法人税等調整額 　 △35,702 △35,110 △0.3 △245 3,138 0.0

当期純損失 　  420,379 △4.0  346,051 △2.2
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完成工事原価報告書

　 　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 171,726 68.3 532,479 65.4

Ⅱ　労務費 　 4,587 1.8 ― ―

Ⅲ　外注費 　 67,911 27.0 279,762 34.3

Ⅳ　経費 　 7,369 2.9 2,524 0.3

計 　 251,596 100.0 814,766 100.0

　 　     

　（注）　原価計算の方法は個別原価計算により工事毎に要素別に分類集計しております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準

備金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

固定資産
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成18年９月30日残高
（千円）

500,000 156,500 156,500 40,337 90,499 800,000 △305,899 624,937 △171,478 1,109,959

事業年度中の変動額           

剰余金の配当（注）       △27,966 △27,966  △27,966

固定資産圧縮積立金の取
崩

    △191  191 －  －

別途積立金の取崩（注）      △500,000 500,000 －  －

当期純損失       △420,379 △420,379  △420,379

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額）

          

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － △191 △500,000 51,846 △448,345 － △448,345

平成19年３月31日残高
（千円）

500,000 156,500 156,500 40,337 90,308 300,000 △254,053 176,592 △171,478 661,614

　
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年９月30日残高
（千円）

△59,744 △2,128 △61,873 1,048,086

事業年度中の変動額     

剰余金の配当（注）    △27,966

固定資産圧縮積立金の取
崩

   －

別途積立金の取崩（注）    －

当期純損失    △420,379

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額）

△82,428 773 △81,655 △81,655

事業年度中の変動額合計
（千円）

△82,428 773 △81,655 △530,000

平成19年３月31日残高
（千円）

△142,173 △1,355 △143,528 518,085

　（注）　平成18年12月22日の定時株主総会における剰余金の処分であります。
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当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準

備金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

固定資産
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高
（千円）

500,000 156,500 156,500 40,337 90,308 300,000 △254,053 176,592 △171,478 661,614

事業年度中の変動額           

固定資産圧縮積立金の取
崩

    △368  368 ―  ―

当期純損失       △346,051 △346,051  △346,051

自己株式の取得         △336 △336

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額）

          

事業年度中の変動額合計
（千円）

― ― ― ― △368 ― △345,682 △346,051 △336 △346,387

平成20年３月31日残高
（千円）

500,000 156,500 156,500 40,337 89,939 300,000 △599,736 △169,459 △171,814 315,226

　
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高
（千円）

△142,173 △1,355 △143,528 518,085

事業年度中の変動額     

固定資産圧縮積立金の取
崩

   ―

当期純損失    △346,051

自己株式の取得    △336

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額）

142,160 938 143,098 143,098

事業年度中の変動額合計
（千円）

142,160 938 143,098 △203,288

平成20年３月31日残高
（千円）

△12 △417 △430 314,796
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④【キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　   

税引前当期純損失 　 △455,488 △342,912

減価償却費 　 12,346 23,444

貸倒引当金の増減額
（減少：△）

　 72,472 △113,940

賞与引当金の増減額
（減少：△）

　 △4,500 10,400

退職給付引当金の増
減額（減少：△）

　 998 △12,293

受取利息及び受取配
当金

　 △2,638 △4,375

支払利息 　 35,961 46,109

固定資産除却損 　 2,379 ―

減損損失 　 117,332 ―

前期損益修正損 　 50,726 ―

投資有価証券運用損
益（運用益：△）

　 △14,723 206,349

投資有価証券評価損 　 ― 283,173

投資有価証券売却益 　 △2,594 ―

売上債権の増減額
（増加：△）

　 △413,864 2,259,951

たな卸資産の増減額
（増加：△）

　 △103,418 476,318

仕入債務の増減額
（減少：△）

　 △347,440 1,216,640

未払消費税等の増加
額

　 6,852 40,336

その他の資産減少額 　 9,059 4,742

その他の負債増減額
（減少：△）

　 30,694 △50,567

小計 　 △1,005,842 4,043,376

利息及び配当金の受
取額

　 2,642 13,645

利息の支払額 　 △34,644 △47,686

法人税等の還付額(支
払額：△) 　 9,211 △1,399

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △1,028,632 4,007,936
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前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　   

定期預金等の預入に
よる支出

　 △105,000 △130,000

定期預金等の払戻に
よる収入

　 105,000 185,000

有形固定資産の取得
による支出

　 ― △6,690

有形固定資産の売却
による収入

　 1,078 ―

投資有価証券の取得
による支出

　 ― △149

投資有価証券の売却
による収入

　 229,175 207,740

貸付けによる支出 　 △61,043 △1,230

貸付金の回収による
収入

　 10,515 3,416

その他投資の増加に
よる支出

　 △1,257 △330

その他投資の減少に
よる収入

　 2,690 ―

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 181,158 257,755

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　   

短期借入金の純増減
額（減少：△）

　 500,000 △4,500,000

自己株式の取得によ
る支出

　 ― △336

配当金の支払額 　 △27,942 △49

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 472,057 △4,500,385

Ⅳ　現金及び現金同等物の減
少額

　 △375,416 △234,693

Ⅴ　現金及び現金同等物の期
首残高

　 1,107,753 732,337

Ⅵ　現金及び現金同等物の期
末残高

※１ 732,337 497,643
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

その他有価証券

時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

ただし、組込デリバティブとして一体

処理したものについては、評価差額を

損益に計上しております。

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用して

おります。

時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品………………商品のうち、在庫品（常

時在庫する商品）につ

いては移動平均法によ

る原価法によっており、

即納品（得意先からの

受注に基づいて発注を

行う商品で一時的に在

庫する商品）について

は、個別法による原価法

によっております。

同左

 未成工事支出金…個別法による原価法 　

４．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産……定率法

　

 

 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物　　　７～38年

構築物　　10～30年

有形固定資産……定率法

　ただし、平成19年４月１日以降に取得し

た建物（付属設備を除く）については定

額法　

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　７～38年

構築物　　10～30年
  

 

 

 

 

 

 

無形固定資産……定額法

  なお、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、

平成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であ

ります。

 

無形固定資産

同左

 長期前払費用……定額法 長期前払費用

　同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．引当金の計上基準 １．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

１．貸倒引当金

同左

 ２．賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

２．賞与引当金

同左

 ３．退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

３．退職給付引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

７．ヘッジ会計の方法 １．ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

１．ヘッジ会計の方法

同左

 ２．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……デリバティブ取引

（金利スワップ）

ヘッジ対象……借入金の支払利息

２．ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　

　

 ３．ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ

ております。

３．ヘッジ方針

同左

 ４．ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ

手段の相場変動の累計とを比率分析す

る方法により有効性の評価を行ってお

ります。ただし、契約内容等により明ら

かにヘッジに高い有効性が認められる

場合については、有効性の判定を省略し

ております。

４．ヘッジ有効性評価の方法

同左

 ５．リスク管理方法

　デリバティブ取引は担当部門にて、社

内規程に基づいた決裁を得て行われて

おります。

５．リスク管理方法

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　従来、当社は、支店を基礎とし、キャッシュ・フローの相

互補完性に基づいた一定の地域等をグルーピングの単位

としていましたが、当期より支店をグルーピングの単位と

することに変更しました。

　この変更は、親会社によるグループ管理体制の強化を契

機に、収益管理をより厳格化するために、資産のグルーピ

ング方法を親会社と統一するように変更したものであり

ます。

　この変更により、従来の方法と比べ特別損失及び税引前

当期純損失は、それぞれ117,332千円増加しております。

　──────

　　　　　　　　　 

　

　

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

────── 　 (貸借対照表)

　     前事業年度まで区分掲記しておりました「預り金」

(当期末残高2,431千円)は、重要性が低くなったため、流

動負債の「その他」に含めて表示しております。
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追加情報

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

──────

　

（賞与引当金）

　当社は、給与規程の改定を行い、賞与支給対象期間を以下

のとおり変更しました。

 支給対象期間 
 　 変更前

 　　 冬季賞与

 　　　 ５月21日から11月20日まで

 　　 夏季賞与

 　　　 11月21日から５月20日まで

 　 変更後

      冬季賞与　　

 　　　 ４月１日から９月30日まで

 　　 夏季賞与

　　　　10月１日から３月31日まで 

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、営業利

益は13,362千円減少し、経常損失及び税引前当期純損失は、

13,362千円増加しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当事業年度の

末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期

手形が期末残高に含まれております。

※１．　　　　　　　──────

　

受取手形 211,370千円

支払手形 23,177千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 20,084千円 販売費及び一般管理費 1,618千円

※２．販売費及び一般管理費の主な内容は、次のとおりで

あります。なお、それぞれのおおよその割合は販売

費81％、一般管理費19％となっております。

※２．販売費及び一般管理費の主な内容は、次のとおりで

あります。なお、それぞれのおおよその割合は販売

費81％、一般管理費19％となっております。

荷造運搬費 163,102千円

役員報酬 18,318千円

給料手当 273,611千円

賞与 14,635千円

福利厚生費 55,223千円

家賃地代 50,826千円

減価償却費 12,346千円

賞与引当金繰入額 42,700千円

退職給付費用 8,726千円

貸倒引当金繰入額 30,981千円

荷造運搬費 234,793千円

役員報酬 28,146千円

給料手当 520,837千円

賞与 48,904千円

福利厚生費 93,395千円

家賃地代 103,890千円

減価償却費 23,444千円

賞与引当金繰入額 53,100千円

退職給付費用 34,305千円

　 　

※３．固定資産除却損は、車両及び運搬具212千円、工具・

器具及び備品1,322千円、ソフトウェア845千円であ

ります。

※３．              ──────

※４．前期損益修正損の内容は次のとおりであります。 ※４．　　　　　　　──────

過年度売上高等修正額 50,726千円 　 　

※５．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。

※５．　　　　　　　──────

　

場所 用途 種類

愛媛県東温市 事業用資産 建物及び土地

 

　当社は、当事業年度より事業用資産については支

店を基準としてグルーピングを行っております。

　当事業年度において、事業用資産のうち、時価が著

しく下落した資産グループの帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（117,332千

円）として特別損失に計上しております。

　その内訳は、建物12,200千円及び土地105,132千円

であります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、固定資産税評価額に基づき合理的な調整を

行って算定しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 6,050,000 ― ― 6,050,000

合計 6,050,000 ― ― 6,050,000

自己株式     

普通株式 456,800 ― ― 456,800

合計 456,800 ― ― 456,800

２．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月22日

定時株主総会
普通株式 27,966 5 平成18年９月30日 平成18年12月25日

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 6,050,000 ― ― 6,050,000

合計 6,050,000 ― ― 6,050,000

自己株式     

普通株式 456,800 600 ― 457,400

合計 456,800 600 ― 457,400

　　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加600株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 837,337千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金等
△105,000千円

現金及び現金同等物 732,337千円

現金及び預金勘定 547,643千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金等
△50,000千円

現金及び現金同等物 497,643千円
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）借手側 (1）借手側

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
車両及び運
搬具
（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

合計
(千円)

取得価額相当額 20,868 143,370 164,238

減価償却累計額
相当額

4,650 126,643 131,293

期末残高相当額 16,217 16,726 32,944

　
車両及び運
搬具
（千円）

ソフトウェ
ア
（千円）

合計
(千円)

取得価額相当額 20,868 4,296 25,164

減価償却累計額
相当額

8,824 286 9,110

期末残高相当額 12,044 4,009 16,053

（注）取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

同左

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 20,900千円

１年超 12,044千円

計 32,944千円

１年内 5,032千円

１年超 11,020千円

計 16,053千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

同左

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 16,234千円

減価償却費相当額 16,234千円

支払リース料 21,186千円

減価償却費相当額 21,186千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法により、算定しております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類

前事業年度（平成19年３月31日） 当事業年度（平成20年３月31日）

取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額（千円）

差額（千円）
取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの

(1）株式 ― ― ― ― ― ―

(2）債券 ― ― ― ― ― ―

(3）その他 ― ― ― ― ― ―

小計 ― ― ― ― ― ―

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 541,173 399,000 △142,173 258,149 258,137 △12

(2）債券 720,310 626,478 △93,831 554,650 206,443 △348,206

(3）その他 ― ― ― ― ― ―

小計 1,261,483 1,025,478 △236,004 812,799 464,580 △348,219

合計 1,261,483 1,025,478 △236,004 812,799 464,580 △348,219

　（注）　投資有価証券について、当事業年度において283,173千円の減損処理を行っております。

減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。

２．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

売却額（千円）
売却益の合計
（千円）

売却損の合計
（千円）

売却額（千円）
売却益の合計
（千円）

売却損の合計
（千円）

229,175 2,594 ― 207,740 ― ―

３．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

　

前事業年度（平成19年３月31日） 当事業年度（平成20年３月31日）

１年以内
（千円）

１年超５
年以内
（千円）

５年超10
年以内
（千円）

10年超
（千円）

１年以内
（千円）

１年超５
年以内
（千円）

５年超10
年以内
（千円）

10年超
（千円）

債券

その他 182,515 443,963 ― ― ― 206,443 ― ―
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

　当事業年度において利用したデリバティブ取引は、

債券に含まれている組込デリバティブ取引及び金利

スワップ取引であります。

１．取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

同左 

(2）取引に対する取組方針及び利用目的

　債券に含まれている組込デリバティブ取引は資金運

用の一環として利用し、金利関連のデリバティブ取引

は金利上昇リスクを回避する目的で借入金を対象と

して一定の範囲内で行っております。

(2）取引に対する取組方針及び利用目的

同左

(3）取引に係るリスクの内容

　債券に含まれている組込デリバティブ取引について

は、株式相場の変動によるリスク及び為替相場の変動

によるリスクを有しております。また、金利関連にお

ける金利スワップ取引は市場金利の変動によるリス

クを有しております。

　なお、組込デリバティブ取引における債券の発行体

は、高格付を得ている海外の銀行で信用度が高く、ま

た、金利関連のデリバティブ取引における相手先は信

用度の高い国際的な金融機関に限定しているため、そ

れぞれの信用リスクはほとんどないものと判断して

おります。

(3）取引に係るリスクの内容

同左

(4）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引は担当部門にて、社内規程に基づ

いた決裁を得て行われております。

(4）取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項

(1）組込デリバティブ関連

　組込デリバティブの時価を区分して測定できない複

合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、「注

記事項（有価証券関係）１．その他有価証券で時価

のあるもの」の「(2）債券」に含めて記載しており

ます。

２．取引の時価等に関する事項

(1）組込デリバティブ関連

同左

(2）金利関連

　ヘッジ会計が適用されているため記載を省略してお

ります。

(2）金利関連

同左

（ストックオプション等関係）

 当該事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しております。

　なお、平成２年１月より退職給与の20％を適格退職年金制度に移行しております。

　また、当社は平成19年７月１日より、複数事業主制度の企業年金である東京都合板厚生年金基金

に加入しており、当該基金については、当社の拠出に対する年金資産の額を合理的に計算できない

ため、要拠出額を費用処理しております。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであ

ります。

　

 　　　　 ① 制度全体の積立状況に関する事項(平成19年３月31日現在)

年金資産の額　　　　　　　　　　　　25,807,006千円

年金財政計算上の給付債務の額        25,049,336千円

差引額 　　　　　　　　　　　          757,669千円

　

　　　　  ② 制度全体に占める当社の掛金拠出割合(自平成19年７月１日　至平成20年３月31日)

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1.65％

　

  　　　　③ 補足説明

　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高4,359,075千円及び別途積立金5,116,744千

円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間17年の元利均等償却であ

り、当社は、当期の財務諸表上、特別掛金18,527千円を費用処理しております。

　なお、上記②の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。

２．退職給付債務及びその内訳

　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

(1）退職給付債務（千円） △135,759 △122,517

(2）年金資産（千円） 14,242 13,293

(3）退職給付引当金(1)＋(2)（千円） △121,517 △109,224

　（注）　退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３．退職給付費用の内訳

　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

勤務費用（千円）

総合型厚生年金基金掛金（千円）　

退職給付費用（千円） 

8,726

―

8,726

15,778

18,527

34,305

　（追加情報）

　当事業年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号平成19年５月15日)を

適用しております。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動)  

賞与引当金 17,080千円

未払費用 1,920千円

未払事業税 773千円

繰越欠損金 19,006千円

その他 1,220千円

繰延税金資産(流動)の純額 40,000千円

　  

　  

繰延税金資産(固定) 　

有形固定資産 46,933千円

貸倒引当金 50,972千円

退職給付引当金 48,606千円

投資有価証券 56,869千円

繰越欠損金 80,268千円

その他 561千円

小計 284,211千円

評価性引当額 △284,211千円

　　合計 －千円

繰延税金負債(固定)  

固定資産圧縮積立金 △60,205千円

計 △60,205千円

繰延税金負債(固定)の純額 △60,205千円

繰延税金資産(流動)  

商品 9,795千円

貸倒引当金 3,311千円

賞与引当金 21,240千円

未払費用 2,736千円

未払事業税 1,039千円

繰越欠損金 1,855千円

その他 22千円

  繰延税金資産(流動)の純額  40,000千円

繰延税金資産(固定) 　

有形固定資産 46,581千円

貸倒引当金 49,140千円

退職給付引当金 43,689千円

投資有価証券 113,269千円

繰越欠損金 101,612千円

その他 4,418千円

小計 358,712千円

評価性引当額 △358,712千円

　　合計 －千円

繰延税金負債(固定)  

固定資産圧縮積立金 △59,959千円

計 △59,959千円

繰延税金負債(固定)の純額 △59,959千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）  

交際費等の損金不算入 △20.7％

住民税均等割 △0.3％

評価性引当額の増減 △11.5％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
7.7％

法定実効税率 40.0％

（調整）  

交際費等の損金不算入 △1.6％

住民税均等割 △0.9％

評価性引当額の増減 △38.3％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
△0.9％

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

　持分法損益等については、持分法適用関連会社等がないため、記載しておりません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　持分法損益等については、持分法適用関連会社等がないため、記載しておりません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

(注)1
科目

残高
（千円）

(注)１
役員の
兼任等

事業上
の関係

役員 青山哲男 － －

前当社代

表取締役

社長

(被所有)

直接0.68
－ －

資金の貸付(注)1

貸付金の回収

(注)１

利息の受取額

(注)２

40,842

1,171

88

貸付金 39,670

役員
九鬼利津

子
－ －

前当社常

務取締役

(被所有)

直接1.05
－ －

資金の貸付(注)1

貸付金の回収

(注)１

利息の受取額

(注)２

7,931

7,931

8

貸付金 －

役員 落合利伸 － －
前当社取

締役
－ － －

資金の貸付(注)1

貸付金の回収

(注)１

利息の受取額

(注)２

12,269

1,213

25

貸付金 11,055

　（注）１．青山哲男氏、九鬼利津子氏並びに落合利伸氏は、平成18年12月22日付で当社取締役を退任しておりますので取

引金額については同日までのものを、残高については同日現在の残高をそれぞれ記載しております。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 92円63銭

１株当たり当期純損失 75円16銭

１株当たり純資産額 56円29銭

１株当たり当期純損失 61円87銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度末

（平成19年３月31日）
当事業年度末

（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 518,085 314,796

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
― ―

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 518,085 314,796

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
5,593 5,592

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純損失（千円） 420,379 346,051

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（千円） 420,379 346,051

期中平均株式数（千株） 5,593 5,592

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 300,000 258,000

㈱ノーリツ 109 137

  計　 300,109 258,137

【債券】

銘柄 券面総額
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

米ドル建　ＪＰモルガンインターデリバ

ティブ
5,000千US＄ 206,443

計 5,000千US＄ 206,443
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 760,901 889 　― 761,790 588,601 15,362 173,188

構築物 43,984 ― ― 43,984 38,874 771 5,109

車両及び運搬具 30,486 4,761 3,116 32,131 26,152 3,651 5,979

工具、器具及び備品 58,263 1,039 360 58,943 52,546 1,823 6,396

土地 1,234,338 ― ― 1,234,338 ― ― 1,234,338

有形固定資産計 2,127,973 6,690 3,476 2,131,188 706,175 21,608 1,425,012

無形固定資産        

ソフトウェア 7,444 ― ― 7,444 4,533 1,488 2,910

電話加入権 8,815 ― 8,815 ― ― ― ―

無形固定資産計 16,260 ― 8,815 7,444 4,533 1,488 2,910

長期前払費用 2,741 1,821 ― 4,563 1,482 347 3,080

繰延資産        

───── ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―
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【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 6,400,000 1,900,000 1.62 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) － － － －

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。) － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 6,400,000 1,900,000 － －

　（注）　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 360,726 ― 101,764 12,175 246,785

賞与引当金 42,700 53,100 32,671 10,028 53,100

　（注）１．貸倒引当金の当期減少額の「その他」は洗替による戻入のほか、個別引当債権の回収額（9,669千円）を含ん

でおります。

２．賞与引当金の当期減少額の「その他」は、支給見込額と支給額の差額であります。　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 42,187

預金の種類  

当座預金 450,139

普通預金 3,181

定期預金 50,000

別段預金 2,135

小計 505,456

合計 547,643

ロ．受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱町田工務店 134,730

㈱昭和工務店 104,000

日本建設㈱ 41,142

昭和建設㈱ 39,690

占部建設㈱ 34,195

その他 658,832

合計 1,012,589

(ロ）期日別内訳

期日 金額（千円）

平成20年４月満期 283,738

〃５月〃 238,222

〃６月〃 271,969

〃７月〃 206,660

〃８月〃 11,999

合計 1,012,589

ハ．売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ファースト住建㈱ 521,995

コーナン商事㈱ 129,151

タマホーム㈱ 117,304

住友林業㈱ 94,096

一建設㈱ 85,816
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相手先 金額（千円）

その他 1,364,132

合計 2,312,497

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

3,738,557 16,717,622 18,143,682 2,312,497 88.7 66.2

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ．商品

品目 金額（千円） 主な商品

合板及び木材 135,853 ベニヤ板・コンクリートパネル

内装材 44,543 天井材・化粧石膏ボード

外装材 1,292
サイディング・軽量発泡コンク

リート

住宅設備機器 30,552
システムキッチン・ユニットバ

ス・階段セット・木質ドア

その他 8,066 照明器具・空調機器

合計 220,308 －

ホ．未成工事支出金

前期末残高（千円） 当期支出額（千円）
完成工事原価への振替額

（千円）
当期末残高（千円）

101,550 771,383 814,766 58,167

　（注）　当期末残高の内訳は次のとおりであります。

材料費 27,129千円

外注費 31,038千円

計 58,167千円

②　流動負債

イ．支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

タカラスタンダード㈱ 56,461

ニホンフラッシュ㈱ 7,213

ＹＫＫＡＰ㈱ 5,799

エア・ウォーター・エモト㈱ 4,328

㈱東海ジーエル 825

その他 2,207

合計 76,836
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(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年４月満期 32,661

〃５月〃 35,811

〃６月〃 4,752

〃７月〃 3,611

合計 76,836

ロ．買掛金

相手先 金額（千円）

住友林業㈱ 2,085,086

三井住商建材㈱ 277,772

大建工業㈱ 209,895

丸紅建材㈱ 201,730

伊藤忠建材㈱ 69,409

その他 677,398

合計 3,521,292

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 （注）１

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額

公告掲載方法

電子公告により行う。但し、電子公告を行うことができない事故その他のや

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.tsusho.co.jp/ir_kessan.htm

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）１　不所持株券の交付請求、株券の分割又は併合による再発行、喪失による再発行、汚損又は毀損による再発行は印

紙税相当額とし、それ以外は無料であります。

２　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、同第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける

権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度開始から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第45期）（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月27日近畿財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書

平成19年８月28日近畿財務局長に提出

事業年度（第45期）（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

(3）半期報告書

（第46期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月26日近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

  平成19年６月27日 

通商株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中西　清　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 石井　尚志　　　印

　 　 　 　 　

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている通商株式

会社の平成18年10月１日から平成19年３月31日までの第45期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、通商株式会

社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は固定資産の減損に関するグルーピングについて、従来、支店を基礎

とし、キャッシュ・フローの相互補完性に基づいた一定の地域等をグルーピングの単位としていたが、当期より支店をグ

ルーピングの単位とすることに変更している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

  平成20年６月26日 

通商株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中西　清　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 石井　尚志　　　印

　 　 　 　 　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る通商株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、通商株式会

社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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